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個 別 注  記  表 
 

（重要な会計方針） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法に基づく原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、 

売却原価は移動平均法により算定) 

時価のないもの 

移動平均法に基づく原価法 

 

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定) 

 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法 

ただし、賃貸工具器具及び1998年4月1日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)、2016年4月

1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法 

なお、主な耐用年数は次の通りであります。 

建物          3～60年 

工具器具及び備品    2～20年 

 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間(5年)に基づく定額法 

上記以外の無形固定資産は定額法 

 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数と

し残存価額を零とする定額法 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、自己所有の固定資産に適用

する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 

 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れに備えるため、一般債権については過去の一定期間における貸倒実績による繰入率

により、貸倒懸念債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

 

(2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支払いに備えるため、実際支払額を見積り、当事業年度負担額を計上しておりま

す。 

 

(3) 役員賞与引当金 

役員の賞与の支払いに備えるため、実際支払額を見積り、当事業年度負担額を計上しております。 
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(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当事業

年度末において発生していると認められる額を計上しております。数理計算上の差異及び過去勤

務費用については、発生年度に一括費用処理しております。 

 

４．収益及び費用の計上基準 

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における履行義務の内容及び当該履行義 

務の充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 

 

１）不動産管理事業 

不動産管理事業については、顧客との管理業務委託契約に基づきマンション、商業施設、事

業施設等の管理サービスを提供する履行義務を負っております。当該契約については、提供

するサービス毎に一時点で収益を認識しております。 

 

２）工事事業 

工事事業については、顧客とマンション、商業施設、事業施設等の工事請負契約を締結し当

該契約に基づき、建築工事の履行義務を負っております。当該契約については、一定の期間

にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識

しております。 

進捗度の見積り方法は、コストに基づくインプット法（工事原価総額に対する発生原価の割

合）を使用しております。 

 

また顧客への財又はサービスの提供における当社の役割が代理人に該当する取引については、顧

客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認識することとしております。 

 

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

ただし、資産に係る控除対象外消費税等は、発生事業年度の期間費用として処理しております。 

 

(収益認識に関する注記） 

収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費

用の計上基準」に記載のとおりであります。 

 

(会計上の見積りに関する注記） 

1. 繰延税金資産の回収可能性 

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額 

貸借対照表計上額･･････････････････････繰延税金資産   1,409,782千円 

 損益計算書計上額･･････････････････････法人税等調整額   △70,737千円 

 

(2)その他の情報 

 繰延税金資産は、将来減算一時差異を利用できる課税所得が生じる可能性が高い範囲内で認識し

ております。課税所得が生じる可能性の判断においては、将来獲得しうる課税所得の時期および金

額を合理的に見積り、金額を算定しております。これらの見積りは将来の不確実な経済状況および

会社の経営状況の影響を受け、実際に生じた時期および金額が見積りと異なった場合、翌事業年度

以降の計算書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。また、税制改正に

より実効税率が変更された場合に、翌事業年度以降の計算書類において認識する金額に重要な影響

を与える可能性があります。 
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2. 固定資産の減損 

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額 

損益計算書計上額･･･････････････････減損損失      412,945千円 

 

(2)その他の情報 

     資産に減損の兆候が存在する場合には、当該資産のキャッシュ･フローに基づき、減損の要否

の判定を実施しております。減損の要否に係る判定単位であるキャッシュ･フロー生成単位につ

いては、他の資産または資産グループのキャッシュ･インフローから概ね独立したキャッシュ･イ

ンフローを生成させるものとして識別される資産グループの最小単位としております。 

     固定資産の減損の要否の判定において、将来キャッシュ・フロー、割引率および長期成長率等

について一定の仮定を設定しております。これらの仮定は将来の不確実な経済状況および会社の

経営状況の影響を受け、翌事業年度以降の計算書類に重要な影響を与える可能性があります。 

 

 

 

(貸借対照表に関する注記） 

 1.有形固定資産の減価償却累計額･････････････････････････････････   4,834,542千円 

 

 2.有形固定資産の減損損失累計額･････････････････････････････････   1,327,085千円 

 

 3.関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

   関係会社に対する短期金銭債権･･･････････････････････････････    390,568千円 

   関係会社に対する長期金銭債権･･･････････････････････････････     50,572千円 

   関係会社に対する短期金銭債務･･･････････････････････････････    576,581千円 

   関係会社に対する長期金銭債務･･･････････････････････････････      7,022千円 

 

 

 

(損益計算書に関する注記） 

 関係会社との取引高 

  関係会社に対する営業収益･････････････････････････････････････    3,663,201千円 

    関係会社に対する営業費用･････････････････････････････････････   2,714,638千円 

  関係会社に対する営業取引以外による収益･･･････････････････････     176,135千円 

  関係会社に対する営業取引以外による費用･･･････････････････････    1,769,187千円 
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（株主資本等変動計算書に関する注記） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

   普通株式････････････････････････････････････････････････    2,602,000株 

 

２．剰余金の配当に関する事項 

決議 株式の種類 配当金の総額 
1株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

2024年6月19日 

定 時 株 主 総 会 
普通株式 1,741,102千円 669円14銭 2024年3月31日 2024年6月20日 

 

３．基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌事業年度になるもの 

決議 株式の種類 配当金の総額 
1株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

2 0 2 5年 6月2 6日 

定 時 株 主 総 会 

の議案として提案 

普通株式 2,064,478千円 793円42銭 2025年3月31日 2025年6月27日 

 

 

（税効果会計に関する注記） 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 

                            (単位：千円) 

繰延税金資産  

未払事業税 98,780 

賞与引当金 582,326 

減損損失 379,940 

退職一時金制度廃止に伴う長期未払金 102,031 

その他 828,593 

繰延税金資産合計 1,991,671 

  

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額（評価益） 45,136 

資産除去債務に対応する除去費用 63,520 

のれん償却費 178,667 

その他 294,563 

繰延税金負債合計 581,888 

繰延税金資産の純額 1,409,782 
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(金融商品に関する注記） 

１.  金融商品の状況に関する事項 

 当社では、資金運用について短期的な預金等に限定し、また、資金調達についてはＣＭＳ（キャッシ

ュ・マネジメント・サービス）及び親会社からの借入による方針であります。売掛金に係る顧客の信用

リスクは、信用調査などによりリスク低減を図っております。 

 

２.  金融商品の時価等に関する事項 

  2025年3月31日（当事業年度の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次の通りであります。なお、現金は注記を省略しており、預金、売掛金等、関係会社預け金、買掛

金、未払金、未払法人税等は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略

しております。 

 

 
   （単位：千円） 

  
貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

(1)差入保証金 3,501,762 2,291,405 △1,210,356 

資産計 3,501,762 2,291,405 △1,210,356 

(1)関係会社長期借入金 4,900,000 4,900,145 145 

(2)長期預り金 2,233,246 2,125,422 △107,824 

負債計 7,133,246 7,025,567 △107,679 

 

（注）金融商品の時価の算定方法 

差入保証金 

 平均期間にて作成し、その将来キャッシュ・フローを国債利回り等適切な指標で割り引いた現在価値に

より算定しております。 

 

関係会社長期借入金 

 元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定しております。 

 

長期預り金 

 平均期間にて作成し、その将来キャッシュ・フローを国債利回り等適切な指標で割り引いた現在価値に

より算定しております。 

 

(賃貸等不動産に関する注記） 

１. 賃貸等不動産の状況に関する事項 

     当社では、東京都その他の地域において、賃貸用マンション等を所有しております。 

 

２. 賃貸等不動産の時価に関する事項 

(単位:千円) 

貸借対照表計上額 当事業年度末の時価 

8,015,154 12,149,396 

 ※１．貸借対照表計上額は取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

※２．当事業年度末の時価は、主要な物件については「不動産鑑定評価基準」に基づく外部機関に 

   よる算定額、その他の物件については重要性がない為、簿価をもって時価としております。 
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(関連当事者との取引に関する注記） 

親会社及び法人主要株主等                            (単位：千円) 

属性 会社等の名称 

議決権等の

所有 

(被所有) 

事業上の

関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社 
大和ハウス 

工業株式会社 

被所有 

100％ 

資金の 

貸借 

余剰資金の預入 

(注 2) 
627,161 

関係会社預け金 4,631,184 
利息の受取 

(注 1) 
226 

借入金 4,900,000 

関係会社長期借入金 4,900,000 利息の支払 

(注 1) 
27,950 

 

(注）1.取引条件及び取引条件の決定方針等 

市場金利を勘案して、一般的な取引条件と同様に決定しております。 

なお、担保の提供または受入はありません。 

   2.期中平均残高を記載しております。 

 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

1株当たり純資産額     16,844円16銭 

1株当たり当期純利益      1,973円35銭 

 

 

（その他の注記） 

記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。 


